
論文 / 著書情報
Article / Book Information

論題(和文) 免震構造における上部構造の剛性分布を考慮した設計手法の提案

Title(English) Proposal of design method considering stiffness distribution of
superstructure for base-isolated structure

著者(和文) 陳正楽, 佐藤大樹

Authors(English) Chen Zhengle, Daiki Sato

出典 / Citation 日本建築学会関東支部研究報告集,   Ⅰ,   ,  pp. 485-488

Citation(English) ,   Ⅰ,   ,  pp. 485-488

発行日 / Pub. date 2020,  3

Powered by T2R2 (Science Tokyo Research Repository)

http://t2r2.star.titech.ac.jp/


2019 年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2020 年 3 月  

1 
 

免震構造における上部構造の剛性分布を考慮した設計手法の提案 
 

構造－振動 正会員 ○ 陳正楽*1  正会員  佐藤大樹*2 

 

免震構造 剛性分布 履歴ダンパー 

せん断力係数分布 設計手法 

 
1.はじめに 

1995 年以降，免震建物が増加し，超高層建物にも免震

構造が適用されるようになり，上部構造の 1 次固有周期

が長い免震建物も設計されるようになってきた。また，

インターネット通販市場の拡大と 2011 年東北地方太平洋

沖地震の影響で，鉄骨造物流倉庫に免震構造を採用する

事例が増えてきた。物流倉庫では，内部空間を広く確保

したいという要求から，スパンが長く，階高が高く設計

されている。そのような建物に免震構造を採用する場合，

上部構造の周期と免震周期の差が小さくなるため，免震

効果が十分に発揮されない可能性がある。 
付・佐藤らは免震建物の設計に対して，上部構造の周

期について，設計クライテリアを満足するための適切な

範囲の把握ができる手法を提案した 1)。これは，エネルギ

ーの釣合に基づき，免震層の等価周期と上部構造の 1 次

固有周期の比率を用い，免震建物の上部構造の変形を予

測する手法である。しかし，付・佐藤らの手法 1)では，上

部構造と免震層のバランスについて，上部構造の固有周

期と免震等価周期比だけを考慮しているため様々な層剛

性分布を有する建物にも適用できるか確認されていない。 
そこで本報では，付・佐藤らの手法に上部構造の剛性

分布を考慮できるように拡張した設計手法を提案する。

設計応答値を時刻歴解析結果と比較することで設計方法

の妥当性を検討する。 
 
2.エネルギー釣合に基づく設計手法 

2.1 手法理論の説明 

本節では，文献 1）より，免震層変形および上部構造の

層間変形角のクライテリアを設定する。等価変形倍率の

予測曲線を用い，設計クライテリアを満たすために，上

部構造の 1 次固有周期 Tuの範囲を求める手法について概

説する。 
付・佐藤ら 1)によって提案されている設計フローを図 1

に示す。図中 S6 における，エネルギーの釣合に基づいた

等価変形倍率ueq/0の予測式は式(1)で表される 1)。 
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ここで，δueq：上部構造の 1 階と中間階における最大変位

の差，Teq：等価周期，Tu：上部構造の 1 次固有周期，δ0：

免震層無減衰時の最大変形（式(2)），αsy：免震層ダンパー

の降伏せん断力係数，α0：ダンパーがなしの免震層のせ

ん断力係数（式(3)），n1：等価繰り返し数，VE：入力エネ

ルギーの速度換算値とする。なお，中間階は上部構造高

さの半分に最も近い階と定義する。 
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図１ 設計フロー

2.2 設計例 

本節では付・佐藤らの手法 1)を用いた設計例を示す。対

象とする建物は，免震層直上の上部構造の質量 Mu = 
15,120 ton，建物の総質量 M = 21,546 ton，1 階から中間階

までの高さ Hueq = 1,500cm である。入力地震動 ART 
HACHI 80 に対するエネルギー速度換算値 VE = 180cm/s，
等価繰り返し数 n1  = 6 と設定する。免震建物の設計クラ

イテリアを，免震層変形 δmax(c) = 40 cm，上部構造の層間

変形角 Rueq(c) = δueq/Hueq = 1/300 とする。 
n1 = 6 のとき，免震層の全せん断力係数比（α1/α0）とダ

ンパーの降伏せん断力係数比（αsy/α0）の関係は図 2 の実

線で示される。図2より，α1/α0の極小値が示す αs/α0は 0.14，
アイソレータせん断力係数 αf と α0 の比（αf/α0）は 0.146
（αf/α0 = δmax/δ0）である。免震層アイソレータのみの周期

Tf を 4s と仮定すると，免震層の最大変形の予測値 δmax(p)

は 16.71cm となり，免震変形クライテリア（40cm）以内

に収まることが確認できる（式(4)）。 
 

OK 

S4：αsの算出 

S2：δmax(C)，Rueq(C)の設定 

S1：VE，n1の設定 

Tf の仮定 

S6：δueq/δ0 (C)の算出 

S5：Teqの算出 

S7：S6 を満足する
Teq/Tuの範囲 

S8：Tuの範囲を 
算出する 
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免震層履歴ダンパーの降伏せん断力係数 αsy は，ダンパー

なしの免震層のせん断力係数 α0（式(3)）を用い，αsy/α0

より 0.04 となる。ダンパーの降伏変形 δsy＝3cm を採用す

る。アイソレータ群の剛性 kf と履歴ダンパー群の初期剛

性 ks はそれぞれ式(5)と式(6)より求められる。よって，式

(7) と式 (8) のように計算し，免震等価剛性 Keq が

1,041kN/cm，免震等価周期 Teqが 2.86s となる。 
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等価変形倍率ueq/0 の設計クライテリアは免震層無減

衰時の最大変形0 = 114.6cm（式(2)）及び上部構造等価変

形ueq（5cm）より求められる。等価変形倍率の設計クラ

イテリアは図 2 中の赤破線（0.044）で示す。赤破線以下

とするための等価周期比 Teq/Tuの範囲は，sy/0 = 0.14 に

対しておおよそ 2.0 以上であることが確認できる。よって，

免震等価周期 Teqと等価周期比 Teq/Tuの範囲より，ここで

は，上部構造の 1 次固有周期 Tuは 1.4s とする。 

 

3.時刻歴解析による検討 

3.1 解析モデルの概要 

本報では文献 1)と同様に，平面 70m×40m の 4 層建物と

し，階高はそれぞれ 7.5m の鉄骨造物流倉庫 1)を対象とす

る。なお，異なる剛性分布を有する建物を想定する。解

析質点系モデルを図 3(a)に示す。本報では，上部構造の

平均密度 = 180 kg/m3，免震層質量 M0は 1 階目質量 M1

の 1.7 倍に設定する。免震層の質量で基準化した質量分布

を図 3(b)に示す。また，上部構造の 1 次固有周期 Tuにお

けるモード変位i が直線となるよう上部構造の各層剛性

ki (i = 1~4)を式(9)より算出する。免震層は線形の剛性 kf

を有するアイソレータと初期剛性 ks の履歴ダンパーで構

成され，免震層初期剛性 k0 は式(10)のように計算できる
2)。図 3(c)に免震層の弾性剛性で基準化した層剛性分布を

示す。 
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ここで，u：上部構造の固有振動数，N：屋上の層数，i：

一次直線モード(i = i)，Mi：i 層目の質量である。 
 上部構造とアイソレータは弾性，ダンパーは完全弾塑

性（復元力特性：降伏せん断力係数 αsy，降伏変形sy）と

する。Tu に対して h = 2%となる初期剛性比例型の減衰を

上部構造のみに与える。 

3.2 入力地震動概要 

入力地震動は，HACHINOHE（1968）EW 成分を位相特

性に用い，コーナー周期以降で擬似速度応答スペクトル

pSv(h = 5%)が 80cm/s で一定となる告示波とする（ART 
HACHI と呼ぶ）。図 4 に，擬似速度応答スペクトル pSv(h = 
5%)とエネルギースペクトル VE(h = 10 %)を示す。 

 

(a)擬似速度スペクトル 

(h = 5%) 
(b)エネルギースペクトル 

(h = 10%)
図４ 解析用入力地震動 

3.3 解析応答結果 

免震層アイソレータのみの周期 Tf = 4 s，履歴ダンパー

の降伏せん断力係数 αsy = 0.04，降伏変形sy = 3 cm，上部

構造の 1 次固有周期 Tu = 1.4 s のモデルを用い，VE = 180 
cm/s の ART HACHI を入力地震動とし，時刻歴応答解析

 

図２ 予測曲線における予測結果 

   

(a)免震構造解析モデル (b)質量基準化 (c)剛性基準化 
図３ モデル情報 
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結果を図2に示す（図中△）。同図より，等価変形倍率δueq/δ0

は設計クライテリアを満たすことが確認できる。 
各層の最大応答変位と上部構造の最大層間変形角の高

さ方向分布を図 5 に示す。図 5(a)より，免震層の最大変

形は予測値以内に収めることが確認できる。しかし，図

5(b)より，上部構造各層の最大層間変形角において，最上

層応答結果は設計クライテリアを満たしていないことが

確認できる。付・佐藤らの手法 1)では，免震層の塑性化を

考慮した等価周期比 Teq/Tu に対する上部構造の中心高さ

の変形 δueqの関係のみを考慮している。図 5(b)に示すよう

に，建物中心高さ以下においては変形クライテリアは満

足している。しかし，文献 1）の手法では，中心高さ以上

において変形クライテリアを満足できる保証はなく，上

層部の剛性分布の影響を加味する必要があることが確認

できる。次章以降では，上部構造のせん断力係数分布を

用いた，上部構造の層剛性の修正方法について検討する。 

 

4.層せん断力係数分布の設計 
4.1 多種設計せん断力係数分布 

本節では 5 種類のせん断力係数算出方法 3)について記

す。免震構造設計指針 4)では，ダンパー群に対する上部構

造の第 1 層の水平剛性比による免震構造の高次モードの

影響を考慮し，指針法による各層の層せん断力係数i を

式(11)で表している。 

小林らは，増幅係数 ai の代わりに，応答増幅i を用い，

補正法 6)による各層の層せん断力係数iを式(12)で評価す

る方法を提案している。 

siifi a  
 

siifi A    (11)，(12) 

 免震建築物に関する技術的基準（告示 2009 号）では，

告示法 5)による各層の層せん断力係数 Cri を式(13)で表し

ている。 

 飯場ら 7)は，告示法によって層せん断力係数を 2 種類の

方法で評価している。1 つの算出方法は，式(14)で示すよ

うに，告示法による免震層の層せん断力係数 Cr0に応答増

幅率 a を乗じる増幅法である。もう 1 つは，式(15)で示す

ように，告示法による最上層の層せん断力係数 CrR に応

答割増率 b を乗じる割増法である。 

五種類の層せん断力係数の基準化した結果は図 6 に示

す。図 6(a)は指針法と補正法，図 6(b)に告示法，増幅法と

割増法の免震層せん断力係数0 に対する基準化結果をあ

示す。時刻歴解析結果の基準化した結果をそれぞれ比較

すると，指針法，補正法および告示法は危険側，割増法

による基準化係数結果は最上階のみ危険側となり，増幅

法だけが時刻歴結果の安全側となることが確認できる。

増幅法と割増法は時刻歴解析結果により近くなる傾向を

示している。 

 

(a)指針，補正 (b) 告示，増幅，割増 

図６ 係数分布基準化 

4.2 各せん断力係数と検証 

図 9 に，適切な高さ方向のせん断力係数も考慮した設

計フローを示す。エネルギー法による時刻歴解析結果は

設計クライテリア以内に収まらない場合，各層せん断力

係数i に移行する。上部構造第 1 層の最大せん断力 Q1max

は免震層の最大せん断力 Q0maxと等しいと仮定し，指針法

と補正法では，式(16)で示すように，上部構造第 1 層の層

せん断力係数1 = 0.12 が得られる。告示法，増幅法と割

増法では，式(17)で示すように免震層の層せん断力係数0 
= 0.08 が得られる。図 6 で示している係数分布基準化を通

じ，多種類の層せん断力係数予測結果が算出でき，その

結果を図 7 に示す。同図より，増幅法と割増法は時刻歴

  

(a) 最大応答変位 x (b) 最大層間変形角 R 

図５ エネルギー釣合による時刻歴解析結果 

 

図７ 多種類層せん断力係数   図８ 新たな設計による予測  
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結果の安全側となることが分かる。 

 

5.設計用i による免震建物の応答予測 

5.1 剛性修正係数 

増幅法と割増法では，エネルギー釣合による上部構造

の剛性が強くなるため，層間変形角予測値を用い，剛性

修正係数(m)を算出する。増幅法と割増法による層間変形

角の予測値を図 8 に示す。同図より，エネルギー釣合に

よる設計クライテリア線を超えることが分かる。そこで，

式(18)で示すように，最上層の層間変形角 RNmaxより，(i)

が計算できる。増幅法と割増法は，剛性修正係数がそれ

ぞれ 1.46，1.31 になることが分かる。増幅法と割増法に

よる上部構造の各層剛性は式(19)で示すように，エネルギ

ー釣合による上部構造各層剛性 ki と剛性修正係数(m)よ

り得られる。修正した上部構造の 1 次固有周期 )( m
uT は，

増幅法と割増法では，設計法の式(20)より，1.4s からそれ

ぞれ 1.16s，1.22s までに減少する。 

5.2 設計値結果検討 

上部構造の 1 次固有周期 Tu
(m)（増幅法 1.17s，割増法

1.24s），免震層アイソレータのみの周期 Tf = 4 s，履歴ダ

ンパーの降伏せん断力係数sy = 0.04 のモデルを用い，VE  
= 180 cm/s，n1 = 6 の ART HACHI80 を入力地震動とし，

時刻歴応答解析の行った各層の最大応答変位と上部構造

の最大層間変形角高さ方向分布結果を図 10 に示す。同図

より，増幅法と割増法としては，いずれも免震層の最大

変形は 40cm 以下，上部構造の各層最大層間変形角は

1/300 以下である。 

以上の結果から，エネルギー釣合を基づき，上部構造

の層せん断力係数も考慮する手法により求めた上部構造

の各層剛性 ki
(m)を用いることで，免震層最大変形も，上部

構造の最大層間変形角も設計クライテリアを満たしてい

ることが確認できた。 

ここで，N：4 を取り，m：m = 1 が増幅法を表し，m = 2
が割増法を表すことである。 

 

6.まとめ 

本報では，付・佐藤らのエネルギー法に上部構造の剛

性分布を考慮できたように拡張した設計手法を提案し，

適切な上部構造剛性の設計フローを提出した。免震構造

を設計する場合，免震建物の免震層最大変形と上部構造

の最大層間変形角は，本予測方法を用いることで，設計

クライテリアを満たすための上部構造の 1 次固有周期が

得られる。 
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図９ せん断力係数を考慮した設計フロー 
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(a)最大応答変位 x  (b)最大層間変形角 R  

図１０ 修正した時刻歴解析結果 
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